
(様式1-2)

基金設置の有無: 無      語置の眸期  平成27年 10月 予宇

南相馬市   帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等

一制
事業名
(注 2)

地区名
施設名

付
体
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業
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直接/間接

総交付対象
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全体事業費
(注 5)

全体事業
期間

備 考 (注 6)
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年 度 平成29年度 平成○〇年J

(3)-21 - 1 吊遺住民放射線対策機器点検校
E事 業

市内全城 南相屈市 E棧

口康管理支援事業(個人積算線■
目定)

市内全城 南相馬市 直接

(251206 (25120:

(3)-21 - 3 女射線被ばく検診事業 市内全域 市 南相属市 直接

(2∞ 04( (0201G (1030,0

(3)- 21 E業 製品放射線測定業務 市内全域 市 南相属市 直接

(13600

(3)-21 - 5 瞑子力災害環境測定事業 市内全城 市 南相馬市 口接

(69714

(5)-40- L葉基盤整備促進事業 (横手北働
B地区)

南相属市鹿島区槙
手北原田地区

市
鹿島町土地
改良区

間桂

〈30¨ 〈OQOX

有相馬市復興工彙団地造成事業
南相馬市原町区萱
浜地区

市 南相馬市 直接

(19020“

H27年度からは腱23)

(2)- 18 小高第2配水池緊急逮断弁設置
事業

傷相属市小高区 市 南相馬市 直接

(1588, (1583(

(5)-40-2 晨黎基盤整備促進事業 (石神東側

地区 )

●相属市原町区石
中地区

市
南相馬土地
改良区

間 接

(5)-40-3 農葉基盤整備促進事業(高平地
区)

け相馬市原町区高
F地区 市

南相馬土地
改良区

間接

(3)-22-1 女射線健康相談員設置事葉 市内全城 市 南相属市 IE機

(23970

(3) - 20
象去土壌等仮置場及び周辺燿境
女射線■常時監視事業

市内全域 市 南相島市 直接

(3)-21 - 6 空間線量測定事業
事相馬市原町区上
1七高平地区

市 南相馬市 直接

く072



(様式1-2)

基金設置の有無: 無      設置の時期: 平成27年 10月 予定
南相馬市 帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等

備 考 (注 6)

各年度の交付対象事業資 (注 4)

うち、福島県又
は避難指示・″

農葉集落排水事彙(口島Jし部地区)

東町児童センター改修事業

農葉基盤整備促進事業(泉地区)



(様式1-2)
南相馬市 帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等

基金設置の有無 設置の時期: 平成27年 10月 予定

各年度の交付対象事業資 (注 4)

(1)-14-2

0(1)-14-2-!

(1)- 14- 3



(様式1-2)
南相馬市 帰還環境整備事業計画 帰遺環境整備事業等

設置の時期 : 平成27年 10月 予定

(注 1)1畢栗番号」は、こ辟子票については、1(実施姜綱 bll表 の書号 )― (同一軍
(注 2)「 事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

(注 3)「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。
(注 3、 4)上段()書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段<>書 きについては、自動計算される。                          ・
(注4)各 年度の交付対象事業費(中段)のうち、様式1-4で提出された年度の値が配分 (申請)に係る交付対象事業費となる。
(注 5)「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
(注 6)年度間調整又は事業間流用を行つた場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行つた旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する(流用される)事業名も合わせて記載する。
(注7)共 同で作成する場合においては、「担当者氏名」等は共同で作成する福島県又は避難指示・解除区域市町村等の担当者を並べて記載する。


